
令和 7 年 3 月

令和 7 年度 令和 16

１．事業概要

（１）

① 給　水

㎥/日

㎥

② 施　設　

㎥／日

③ 料　金

＜料金表＞

事 業 名 ：

美馬市

工業用水道事業

計 画 期 間 ：

0

※上表の金額には、消費税及び地方消費税相当額は含まれていない。

特定料金

平成29年7月3日 25円/㎥44円/㎥ 252円/㎥

～

管 路 延 長

超過料金

基本料金、使用料金、特定料金の2倍

改定年月日

別添３－１

美馬市工業用水道事業経営戦略

事業の現況

統括原価方式（料金算定要領等に基づく方法）により算定。
内訳は、営業費用（職員給与費、経費、減価償却費）、営業外費用（支払利息）、資産維持費（事業の施設・設備等の実体資本を維持するために
将来の事業用資産の建設、改良、再構築等に充当されるべき額）である。
料金体系は、基本料金（責任水量制）と使用料金の二部料金制としている。
責任水量制…契約水量の全部又は一部を使用しなかった場合でも、契約水量まで使用したものとみなして料金を負担する制度

2.9

千ｍ

契 約 水 量 4,000

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

0

供 用 開 始 年 月 日 平 成 29 年 7 月 3 日

水 源

団 体 名 ：

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

現 在 配 水 能 力 4,100 ㎥／日

平 成 29 年 7 月 3 日

契 約 水 量 4000

一 日 平 均 配 水 量 4000給 水 先 事 業 所 数 1

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

基本料金 使用料金

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



④ 組　織

＜組織体制＞

＜職員数・職種・年齢構成等＞

経営管理課 施設課 合計

61歳～ 人 人 人

51～60歳 人 人 人

41～50歳 人 1人 1人

31～40歳 人 人 人

～30歳 人 人 人

合計 人 1人 1人

（２）

（３） 経営分析

純 損 益 　(R3)　　　　　　　　　    17,096千円　 (R4)　　　　 　　   　　　 14,515千円　(R5)　　　　  　　 　　　　 10,461千円

経 常 収 支 比 率

料 金 収 入 　(R3)                         66,797千円　 (R4)　　　　 　　   　　 　66,818千円　(R5)　　　　  　　 　　　　 67,383千円

現 在 配 水 能 力 に 対 す る
施 設 利 用 率

　(R3)　　　　　　　　　　　 　　6.8 ％　  (R4)　　　　　　　 　　　　　　　7.3 ％   (R5)　　　　　　 　　　　　　　　7.9 ％

料 金 回 収 率 　(R3)　　　　　　　　　　　 133.70 ％　  (R4)　　　　　　　 　　　　　127.11％   (R5)　　　　　　 　　　　　   115.36％

【上記の指標等を踏まえた経営分析】

平成30年度より基本給水を開始したことで料金収入が向上し、初年度から引き続き純利益を確保している。
安定的な料金収入による単年度損益の黒字を継続することで、令和2年度に累積欠損金が解消されている。
しかしながら、物価上昇等による資材代・燃料費、電気代（動力費）の高騰の影響で、料金収入はやや横ばいで増えているものの、純利益・料金回収率が、減少している要因となっている。
特に動力費に関しては、本事業の支出の大きなウエイトを占めている。ゆえに電力自由化で費用の削減を図ったが、新電力会社の事業撤退による電力会社への乗り換えに伴う費用の増加、
世界経済を巻き込む燃料代・材料代の高騰による各費用の増加など、予断を許さない状況にある。

水道部は経営管理課と施設課で組織されており、工業用水道事業会計で計上している職員は施設課１名である。

これまでの主な経営健全化の取組

工業用水道事業は当初から水道事業と連携し、業務を行っている。
令和2年4月1日より第１加圧場、第２加圧場の電力供給会社を新電力に切替え、動力費用の削減を目指した。
また、メインの収益である水道料金収益以外に利息収益（インカムゲイン）での収益を増やし、今後数十年後の大規模な施設更新に備えるべく、令和4年度より債権（公募公債）を保有
している。

　(R3)　　　　　　　　　　　 　126.64％　 (R4)　　　　　　　 　　　　  121.73％   (R5)　　　　　　 　　　　　   114.40 ％

固 定 資 産 に 対 す る
建 設 仮 勘 定 の 割 合

　(R3)　　　　　　　　　　　 　　　　0％　 (R4)　　　　　　　 　　　　　　　　 0％  (R5)　　　　　　 　　　　　    　　　0 ％

現 在 配 水 能 力 に 対 す る
契 約 率

　(R3)　　　　　　　　　　　  　97.6 ％　  (R4)　　　　　　　 　　　　　  97.6 ％   (R5)　　　　　　 　　　　　   　 97.6 ％

水
道
部

経
営
管
理
課

施
設
課



２．将来の事業環境

（１）

（単位：㎥）

（２）

（単位：千円）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

施設の見通し

施設・設備、管路は現在の規模を維持する。
 今後、老朽化する設備の更新を随時進める。

料金収入の見通し

組織の見通し

平成29年度に１事業所と需給契約を結び、基本水量が日量4,000㎥の基本給水を開始した。
年間給水量は過去平均で約110,000㎥、年間１月平均給水量は約9,100㎥である。
今後も同水準を推移する見込みである。

今後も、施設課職員１名を工業用水道事業会計に計上する。

水需要の予測

経営分析でも記載の通り、過去平均は、 67,000千円で推移している。
水需要と同じように推移する見込みである。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標

安心・安全な水を供給し続けるため、施設・設備、管路を維持するために必要な投資を行う。

計画期間内に実施する主な投資の内容
（１）令和7年度
　水質測定器等設計業務　税込み　8,100,000円
（２）令和8年度
　水質測定器等設置業務　税込み　50,000,000円
（３）令和9年度
　調査井戸築造工事・流量計室設置工事（No.1)・流量計室設置工事（No.2) ・流量計室設置工事（No.4)　　　税込み　14,800,000円
（４）令和10年度
　水質測定機器更新業務　　税込み3,740,000円
（5）令和14年度
　流量計室設置工事（No.3） 　No1取水井ポンプ設置工事　第1加圧ポンプ設置工事　第2加圧ポンプ設置工事　No.3取水ポンプ自家発電設備　税込み　32,600,000円
（6）令和15年度
　 No2ポンプ更新事業・第1加圧ポンプ No2設置工事・第2加圧ポンプ No2設置工事・ No4取水ポンプ自家発電設備　　税込み　27,900,000円
（6）令和16年度
　 No3　ポンプ更新事業・第1加圧ポンプ No3　設置工事・第2加圧ポンプ No3　設置工事・ 第一加圧場自家発電設備　税込み　44,300,000円

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

【経営ビジョン】
「未来にわたって、安心な水を安定してお届けする水道」
【基本理念・目標】
１．持続的な健全経営を維持し、未来にわたって安心・安全な水を供給し続ける工業用水道事業であり続けます。
２．将来への負担を増やさない投資の実施、独立採算に基づいた財源計画で運営される工業用水道事業であり続けます。
３．キャッシュ・フロー経営を基本とし、緊急・災害時にも対応できる財政健全性及び透明性を確保した工業用水道事業であり続けます。
４．計画的な更新事業による運営基盤の強化を図り、将来にわたり収益基盤を維持した工業用水道事業であり続けます。



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

目 標

計画期間中の水道料金の改定は計画しておらず、施設・設備の更新費用は自己財源と企業債によって確保する。

②　収支計画のうち財源についての説明

（１）料金
　水道料金の基本料金部分を積算。
（２）企業債
　償還期限は耐用年数と等しくする。
　起債の充当率は100%で積算。
　起債額は10万円単位とする。起債対象内事業費は消費税を含む。
　支払利息は2%と仮定。
（３）国庫補助金
　施設・設備の大規模な投資を予定していないため、補助なしと仮定して積算。
（４）繰入金
　一般会計からの児童手当繰入金を積算。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

施設・設備の長寿命化や投資の平準化については、投資・財政計画に織り込み済である。

施 設 の 共 用 化 特になし。

そ の 他 の 取 組 特になし。

今後、必要に応じてこれらの可能性について検討する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

（１）委託料
　水道料金決定時の収支試算に基づき委託料を計上。
（２）修繕費
　給水開始後５か年を加味し、修繕費を計上。
（３）動力費
　過去3年の利用実績及び今後のインフレ率を加味し、動力費用を計上。
（４）職員給与費
　令和5年度予算の職員給与費を基に加味し、計上。

特になし。

特になし。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）



②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

本経営戦略は、PDCAサイクルによる進捗状況等の評価・検証を行った上で、使用者ニーズや社会環境の変化等を踏まえ、適宜修正
を行っていく。
具体的には、毎年の決算が公表された後、経営戦略の収支計画との乖離を検証し、後年に影響が出てくる場合は収支計画を修正す
る。
経営戦略の改定を行った際は、速やかに美馬市ホームページ上に公表する。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ * ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

今後の金融市場では、金利の大幅な変動が予想されるため、新規借入れ・借り換え等　金融動向に注視する。

「地方公営企業繰出金について（通知）」に基づき、地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費を繰り入れている。

そ の 他 の 取 組

美馬市工業用水道条例（平成29年6月26日施行）で定めており、特に変更の必要はない。

繰 入 金

動 力 費

職 員 給 与 費

特になし。

定期預金に関しては１年更新で運用している。
また、令和4年度より２０年の債権（公募公債）を保有し、インカムゲインでの収益により経営の基盤強化を図っている。

そ の 他 の 取 組 特になし。

企 業 債

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

複数年契約の採用により、委託料削減に努めている。

現状において見込まれる修繕費は、収支計画に織り込み済みである。

電力自由化の流れが下火になる中　世界的な燃料費の高騰・経済動向の変化等でここ数年で大幅に増大している。

特になし。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
（ 決 算 見 込

み ）
１． (A) 67,384 67,424 67,465 67,505 67,546 67,586 67,627 67,668 67,708 67,749 67,789 67,830
(1) 67,383 67,423 67,464 67,504 67,545 67,585 67,626 67,667 67,707 67,748 67,788 67,829
(2) (B)
(3) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２． 15,708 15,708 15,708 15,708 15,708 15,018 15,018 15,018 15,018 15,018 10,946 10,946
(1) 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240

240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240

(2) 14,219 14,219 14,219 14,219 14,219 13,529 13,529 13,529 13,529 13,529 9,457 9,457
(3) 1,249 1,249 1,249 1,249 1,249 1,249 1,249 1,249 1,249 1,249 1,249 1,249

(C) 83,092 83,132 83,173 83,213 83,254 82,604 82,645 82,686 82,726 82,767 78,735 78,776
１． 68,760 68,823 69,147 70,199 75,441 74,815 75,480 75,848 76,226 76,253 68,444 71,362
(1) 9,011 9,049 9,087 9,125 9,164 9,203 9,242 9,282 9,322 9,362 9,403 9,443

4,721 4,759 4,797 4,835 4,874 4,913 4,952 4,992 5,032 5,072 5,113 5,153
749 749 749 749 749 749 749 749 749 749 749 749

3,541 3,541 3,541 3,541 3,541 3,541 3,541 3,541 3,541 3,541 3,541 3,541
(2) 18,950 18,975 19,261 19,555 20,358 20,669 20,988 21,317 21,654 22,001 22,358 22,725

5,372 5,533 5,699 5,870 6,046 6,228 6,414 6,607 6,805 7,009 7,220 7,436
4,762 4,810 4,930 5,053 5,179 5,309 5,442 5,578 5,717 5,860 6,007 6,157

184 500 500 500 500 500 500 500 500
8,632 8,632 8,632 8,632 8,632 8,632 8,632 8,632 8,632 8,632 8,632 8,632

(3) 40,799 40,799 40,799 41,519 45,919 44,944 45,250 45,250 45,250 44,890 36,683 39,194
２． 3,872 3,725 3,565 3,558 4,399 4,742 4,115 3,803 3,486 3,167 9,088 7,213
(1) 3,865 3,725 3,565 3,558 4,339 4,352 4,115 3,803 3,486 3,167 3,467 3,613
(2) 7 60 390 5,621 3,600

(D) 72,632 72,548 72,712 73,757 79,840 79,557 79,595 79,651 79,712 79,420 77,532 78,575
(E) 10,460 10,585 10,461 9,456 3,414 3,047 3,050 3,034 3,014 3,346 1,204 201
(F)
(G)
(H)

10,460 10,585 10,461 9,456 3,414 3,047 3,050 3,034 3,014 3,346 1,204 201
(I) 53,401 63,986 74,447 83,903 87,317 90,364 93,414 96,448 99,462 102,809 104,012 104,213
(J)

(K)

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 67,384 67,424 67,465 67,505 67,546 67,586 67,627 67,668 67,708 67,749 67,789 67,830

(N)

(O)

(P)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

）

流 動 資 産
う ち 未 収 金

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

(E)+(H)

特 別 利 益

収

益

的

収

支

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

そ の 他
収 入 計

経 費

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費

支 払 利 息

R7年度

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

動 力 費
修 繕 費

R13年度 R14年度 R15年度 R16年度R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
（ 決 算 見 込

み ）
１． 8,100 50,000 14,800 3,400 32,600 27,900 44,300

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 8,100 50,000 14,800 3,400 32,600 27,900 44,300

(B)

(C) 8,100 50,000 14,800 3,400 32,600 27,900 44,300

１． 5,652 8,100 50,000 14,800 3,400 32,600 27,900 44,300

２． 26,002 26,142 26,302 27,202 31,942 33,564 34,176 34,488 34,803 35,124 38,423 41,358

３．

４．

５．

(D) 26,002 31,794 34,402 77,202 46,742 36,964 34,176 34,488 34,803 67,724 66,323 85,658

(E) 26,002 31,794 26,302 27,202 31,942 33,564 34,176 34,488 34,803 35,124 38,423 41,358

１． 26,002 31,794 26,302 27,202 31,942 33,564 34,176 34,488 34,803 35,124 38,423 41,358

２．

３．

４．

(F) 26,002 31,794 26,302 27,202 31,942 33,564 34,176 34,488 34,803 35,124 38,423 41,358

(G)

(H) 604,902 578,760 560,558 583,356 566,214 536,050 501,874 467,386 432,583 430,059 419,536 422,478
.

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
（ 決 算 見 込

み ）
240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240

240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240

240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240

他 会 計 負 担 金

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

R7年度

企 業 債

R8年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度R9年度 R10年度 R11年度 R12年度

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

う ち 基 準 内 繰 入 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度


